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2020年3月期第1四半期の業績は、
連結売上高は817億円、営業利益は79億円となりました。
売上高は対前年同期+232億円の増収で
4月の年度決算説明の際にご報告した産業流通サービスの⼤型基盤案件70億円、
公共公益の⼤型プロダクト販売の増90億円がありました。

売上総利益は
売上高総利益率が18.8%と、対前年同期2.0％低下しましたが
増収効果とあわせ対前年同期+32億円増益の153億円となりました。

販管費は、＋３億円増の７4億円となりました。

結果、営業利益は対前年同期＋２８億円増益の７９億円
経常利益は対前年同期＋２９億円増益の８２億円となりました。



3

続いて、売上高をサービス・顧客業種別にご説明いたします。
業務ソリューションは523億円で、+213億円の増収です。内訳は、
産業・流通・サービスが輸送、製造業、旅⾏、⼩売りが堅調で
加えて、⼤型基盤案件70億円があり、+94億円の増収となりました。
⾦融は、ITプロダクトを中心に+9億円の増収。
公共公益他は、⼤型プロダクト販売が昨年の３０億円に対し今期は１20億円あり、
また官公庁向け基盤構築案件の積み上げもあり+111億円となりました。

サービスソリューションは、214億円で、+15億円の増収です。内訳は、
ITインフラはマルチクラウド、DaaSにより+6億円で、
ITインフラ連携によるプロダクト販売も好調でした。
鉄鋼は、⽇本製鉄の高度IT活用によるIT投資が高い水準にあることに加え
商号変更対応等により+9億円の増収です。
なお、⽇本製鉄向けの売上高は、140億円と＋13億円の増収となりました。

受注高は、687億円で対前年同期+130億円の増となりました。内訳は、
業務ソリューションで+98億円。
うち、産業・流通・サービスが+85億円で、⼤型基盤案件70億円を含みます。
公共公益は、+10億円で、⼤型プロダクト販売の受注が昨年同期30億円に対し
今期は60億円ありました。⾦融は＋５億円でした。
サービスソリューションは+32億円、うちITインフラで+25億円となりました。



4

連結営業利益の対前年同期分析です。

営業利益は、前年同期51億円から+28億円増益の79億円となりました。

売上総利益は、
増収+232億円による売上総利益額の増が+48億円
売上高総利益率は、18.8%と2.0%低下し－17億円
この結果、売上総利益としては、+32億円となりました。

なお、⼤型基盤案件、⼤型プロダクト販売を除く売上高総利益率は22.8%と
前年同期の⼤型プロダクト販売除きの売上高総利益率21.8%に対し
1%向上いたしました。
要因は、案件構成の改善等、とみています。

販管費は、営業⼒強化、採用・教育及び社内基盤整備で３億円の増となりました。

この結果、
営業利益は、+28億円増益の79億円となりました。



2020年３月期上期の業績⾒通しについては、
当初計画通りの
売上高1,420億円、営業利益124億円、経常利益125億円から変更はありません。

期首受注残高は、1,344億円で対前年同期+161億円の増となりました。
内訳は、業務ソリューションで+103億円、
うち、産業流通で+15億円、⾦融で+10億円、公共公益で+80億円です。
公共公益の受注残高には、
1Qで受注した下期売上予定の⼤型プロダクト販売60億円を含みます。
サービスソリューションは+58億円で
うち、ITインフラで+25億円、鉄鋼で+35億円です。
なお、期首受注残高の増のうち、2Q期への寄与は+20億円の⾒通しで
その⼤宗は下期以降への寄与となります。
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上期のサービス・顧客業種別売上高⾒通しですが
こちらについても上期⾒通しは変更しておりません。
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2020年3月期通期の業績⾒通しです。

1Q期で受注した公共公益の⼤型プロダクト販売60億円を⾒込み
下期の売上高を1,440億円と当初⾒通しに対し+60億円といたします。

この結果、
年度の売上高は、2,860億円といたします。
営業利益272億円
経常利益275億円については、当初計画から変更はありません。
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